
 

2022年 5月 20 日(金)、公明党鈴鹿市議団として、「地方創生臨時交付金を活用した支

援を求める要望書」を、末松則子市長に手渡しました。 

 

 
 

   

 

地方創生臨時交付金を活用した支援を求める要望書 

 
 

コロナ禍に加えロシアのウクライナ進行により、原油価格・物価が高騰し、更に急激な

円安が追い打ちをかけ、市民生活や中小・小規模事業、農漁業などに幅広い影響を及ぼし

ております。 

日本経済が戦後最大の危機に陥りかねないとの認識のもと、公明党は全国で総点検活動

を展開し、地域の声をしっかりと受け止め、コロナ禍における原油価格・物価高騰対応の

新たな経済対策を政府に強く要請しました。 

4月 26日に決定された、コロナ禍における「原油価格・物価高騰など総合緊急対策」に

おいて、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が拡充され、「コロナ禍にお

ける原油価格・物価高騰対応分」が創設されました。 

本市においても、この交付金を活用して生活に困窮する方々の生活支援や、学校給食費

等の負担軽減など子育て世帯の支援、また、市内の中小・小規模事業者等の支援策を要望

します。 

 

記 
 

 



 

1. 学校給食費等の値上げをしないこと。 

 

2. 保育所、幼稚園等の食材費及び燃料費の支援を行うこと。 

 

3. 介護施設、障がい者等の施設の食材費及び燃料費の支援を行うこと。 

 

4. 水道料金を値上げしないこと。 

 

5. 生活困窮者に対する臨時特別給付金の対象外となる世帯に給付金を支給すること。 

 

6. 子ども食堂など子育て支援等で活動する NPO法人や企業を支援すること。 

 

7. 住まいの確保のために市営住宅の空き室を活用するなど居住支援策を講ずること。 

 

8. 固定資産税など税や公共料金の猶予や減免による支援を行うこと。 

 

9. 市内事業者の燃料費や物価高騰の負担軽減策を講ずること。 

 

10. 小麦高騰による食料確保、農業支援として米の消費を奨励するなど対策を講ずること。 

 

以上 

 
 


